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総社市における多文化共生施策の概要 

 

１．総社市の概要  

 

総社市は，岡山県の南西部に位置し，東部は岡山市，南部は

倉敷市の２大都市に隣接しています。人口は 7 万人弱，総面積

は 212.00 平方 km で，地域の中央を北から南に岡山県の三大河

川のひとつ高梁川が貫流しており，瀬戸内海特有の温暖，少雨

の恵まれた気候です。 

 本市は，かつての古代吉備の国の中心として栄えた地域であ

り，古墳時代には吉備の中心地として栄えたことをうかがわせ

る数多くの古墳が残されています。飛鳥・奈良時代には，備中の

国府も置かれ，備中の国の政治・経済・文化の中心地として栄え

ました。平安時代には備中国内の神々を合祀した総社宮が建て

られました。総社市の名称はこれに由来しています。 

 

 

２．総社市多文化共生施策の背景 

 

総社市には，三菱自動車を中心とした自動車部品工場

が集積した地域があり，平成 2 年の出入国管理及び難民

認定法改正以降，南米系ニューカマーであるブラジル人，

ペルー人をはじめとする多くの外国人労働者が雇用され

ました。外国人労働者の多くは非正規雇用等の不安定な

就労状況にあり，平成 20 年秋のリーマン・ショックに端

を発した経済危機により多大な影響を受け，その多くが

解雇されました。 

市はこうした事態を受け，平成 20 年 12 月に，解雇された日系ブラジル人等の相談窓口として，商工

観光課内にブラジル人通訳を配置し，雇用に関する相談業務を行ってきましたが，解雇に起因する問題

は就労問題だけに留まらず，住宅，医療，保険，教育など日常生活全般に関して多岐に及んでいました。 

そのような状況の中，平成 21 年 4 月，外国人市民の生活全般に関わる自立支援を行う目的で人権・

まちづくり課内に国際・交流推進係を新設しました。「国籍を越えた多文化共生のまちづくり」をキーワ

ードに，多文化共生施策を市政の重要施策と位置づけ，係設置直後から「外国人市民との顔が見える関

係づくり」を目指し，多文化共生推進員を配置して，きめ細やかな相談業務を通じて聞こえてくる外国

人市民の声を反映した特徴のある多文化共生事業を展開しています。 

また，国際的医療・救援系 NGO である AMDA グループと協定を締結，多文化共生施策の先進都市で

ある静岡県浜松市と覚書を締結，南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する都市等で構成され

た外国人集住都市会議に加盟するなど，他団体の活動経験から得られたノウハウや知識を活かした多文

化共生事業を推進しています。近年はベトナム人を中心に企業で働く技能実習生が急速に増加しており，

企業との連携も視野に入れ，地域の多文化共生推進により一層力を入れています。 
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３．外国人の状況（各年度 4 月 1 日現在） 

 

総社市の外国人市民は，平成 31 年 4 月 1 日現在，1,531 人であり，総人口 68,994 人の 2.22％を占め

ています。国籍別では，ベトナム（49.5％），ブラジル（15.7％），中国（12.3％）が多く，総計 29 カ国

の外国人市民が居住しています。平成 20 年の経済状況の悪化に伴う非正規職員の派遣切り等により在

留外国人人口は減少していましたが，平成 27 年度以後は増加に転じ，近年，ベトナム，フィリピン，イ

ンドネシアなど東南アジア出身者の割合が増加しています。 

在留資格別に見ると，ブラジル人を中心とした南米出身者は「定住者」「永住者」及びその配偶者，ベ

トナム人は「技能実習」がほとんどです。外国人市民の多国籍化とともに，技能実習生が急増するなど，

外国人市民の状況の変化により行政に対するニーズも多様化しています。  

 

【在留外国人人口の推移（平成元年～令和元年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【国籍別・在留資格別外国人人口（令和元年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



総社市における多文化共生施策の概要 

 

４．多文化共生事業の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【外国人集住都市会議への参加】 

 平成 22 年 4 月から，ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する

都市によって構成されている「外国人集住都市会議」に加入し，各会員都市との情報交換や研究等を

行っています。会員都市の中では人口に占める外国人比率は最も低い総社市ですが，外国人比率の高

い自治体とは少し異なった視点から小規模自治体としての問題点についても提言を行っています。 

平成 27 年度には三重・滋賀・岡山ブロックのブロックリーダー市になり，自治体間での連携を強

化しながら多文化共生事業を推進し，平成 28 年度には，外国人を雇用している企業へのニーズ調査

を実施しました。 

 

 

５．外国人相談事業 

 

 総社市では，平成 21 年 10 月から外国人窓口を設置し，通訳を 1 名（英語・ポルトガル語・スペイン

語対応）配置。平成 26 年 4 月には新たに 1 名（中国語通訳）増員し，平成 31 年 4 月からさらに 1 名

（ベトナム語通訳）増員しました。 

相談内容はコミュニケーション支援が最も多く，子どもの教育（保育・公立学校）や医療，税金，ビ

ザ，居住，生活保護に関する相談も多く寄せられています。

市民生活部 人権・まちづくり課 国際・交流推進係 
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【外国語広報紙 ｢SOJA BRAZILIAN NEWS｣｢総社チャイニーズニュース｣ 

「総社ベトナミーズニュース」の配布】 

外国人市民が行政の情報を入手しやすいよ

う，毎月，市の広報紙を抜粋し，ポルトガル語に

翻訳した「SOJA BRAZILIAN NEWS」と，中

国語に翻訳した「総社チャイニーズニュース」

とベトナム語に翻訳した「総社ベトナミーズニ

ュース」を発行しています。 

ブラジル人・ペルー人・中国人・ベトナム人全

世帯に配布し，市の行事や健康・生活に関わる

情報を発信しています。 

 

６．コミュニティ交流事業 

 

平成 22 年 7 月 18 日，日本社会の一員として自立し，互いに助

け合い，交流活動を積極的に行うことを目的に，南米系外国人市民

を中心に「総社ブラジリアンコミュニティ」が設立されました。現

在は，南米系以外の外国人をも含めた「総社インターナショナルコ

ミュニティ」として活動しています。 

日本人市民のコミュニティの集合組織である「総社市コミュニテ

ィ地域づくり協議会」との協働企画により，年に 1 度，日本人と外

国人との交流イベントを開催しています。
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７．日本語教育事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年度から平成 30 年度まで，文化庁「「生活者としての外国人」のための日本語教育事業」を

受託し，令和元年度から市の財源による事業運営に移行しました。毎週日曜日，市役所で「地域でつな

がる日本語教室」を開講しています。地域に暮らす外国人市民が，日本人市民との交流を通して，日本

での生活を円滑に行うために必要な日本語コミュニケーション能力の向上を図りながら，地域住民同士

がつながる場を提供することを目的としています。また，日曜日も就業している外国人就労者へのニー

ズに対応するため，平日夕刻に行う「暮らし方教室」を新たに開設しました。 

「地域に根ざした日本語学習サポーター育成研修」では，地域の日本語教育に携わる専門家により外

国人支援に関する基礎的知識を習得するとともに，日本語学習サポーターとして，実際に日本語教室に

参加して学ぶ交流・実践型研修を実施しています。 

「地域コミュニティ連携防災訓練事業」では，地域に暮らす外国人住民に対し，防災訓練へ参加する

機会を提供し，外国人住民の立場に立った防災知識の習得と災害時のより実用的な日本語習得を目指す

とともに，日本人住民と日常からの「顔が見える関係づくり」を行っています。 

「地域ではぐくむ子育て応援事業」では，子育て世代の外国人保護者と子供を対象に，同世代の親子

が集まる交流の場に参加する機会を提供し，地域全体で子育てを応援することを目的としています。 

「地域密着型日本語学習教材作成」では，日本語教室で使用した学習教材や教室活動の様子を 3 冊の

冊子にまとめました。「地域で働く外国人就労者の日本語教育支援に関する調査研究事業」では，外国人

を雇用している企業における日本語教育支援の実態とニーズや課題を明らかにするため，企業と，企業

で働く外国人就労者にアンケート調査を行いました。 

 

【職員研修「やさしい日本語」の実施】 

外国人市民を支援する最前線にいる市職員を対象に，多文化共生意

識の啓発・向上と，「やさしい日本語」の習得を目的に，専門家である

外部講師を招いて職員研修を毎年実施しています。 

 

日本語教室の設置・運営 

（H22 年度からの継続事業）

「地域でつながる日本語教室」 

（H24～） 

「暮らし方教室」（R1～） 

 

日本語教育を行う人材の育成・研修 

（H22 年度からの継続事業） 

「地域に根ざした日本語学習サポーター

育成研修」（H24～） 

日本語教育のための 

学習教材の作成 

「地域密着型日本語学習

教材作成」（H24～H26） 

地域の各種団体・機関等との連携・協力による日本語教育の推進 

「地域コミュニティ連携防災訓練事業」（H27～） 

「地域ではぐくむ子育て応援事業」（H27～） 

「地域で働く外国人就労者の日本語教育支援に関する調査研究事業」（H28～H29） 

「総社市地域参加型生活サポート日本語教育事業」 

外国人住民が日本人住民との交流を通して，日本語の習得とコミュニケーション能力の向上を図りながら地域社

会の一員として積極的に参加できるよう地域全体が支える多文化共生のまちづくりを目指す。 
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８. 就労支援事業 

  

国の出先機関との一体的な支援業務に基づき，平成 23 年 7 月から倉敷職業安定所総社出張所（ハロ

ーワーク総社）に「就労支援ルーム」を設置し，「福祉から就労」支援事業を実施しています。 

就労支援ルームは，生活保護者，児童扶養手当受給者，住宅手当受給者，障がい者及び外国人等の就

労困難者の早期就職による経済的自立の実現を図ることを目的としています。 

●総社市：相談員 自立支援推進員（1 名）， 

ポルトガル語通訳（1 名） 

●ハローワーク総社：就職支援ナビゲーター（2 名） 

          就職相談員（福祉人材誘導）（1 名）， 

心理カウンセラー（非常勤） 

●支援内容：「就労支援プラン」策定，「就労支援メニュー」の提

供，障がい者雇用の促進，自殺予防対策，外国人等の支援（履

歴書作成指導，同行紹介，基金訓練等による能力開発）など 

 

 

９．医療・防災支援事業 

 

AMDA グループは，我が国の

医療系・国際救援系の数ある

NGO の中で，国際連合から総合

協議資格の認証を与えられた団

体であり，世界各国での活動経

験から得られたノウハウを本市

の多文化共生施策に生かす目的

から，平成 21 年 6 月に「多文化

共生に関する協定」を締結しま

した。 

 

 

【多言語医療ガイドの作成・配布】 

AMDA 国際医療情報センター（在日外国人のための医

療相談や医療情報の提供を実施）の協力により，『総社市

多言語医療ガイド』（5 カ国語対応：英語，ポルトガル語，

スペイン語，中国語，韓国語）を作成し，市内在住外国人

全世帯及び市内全医療機関に配布しています。    

多言語医療ガイドには，市内医療機関マップ，診療補助

表，服薬指導，歯科診療補助表が収められています。 
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【外国人防災教室】 

 平成 22 年度総社市防災訓練に，初めて外国人市民が参加しまし

た。防災訓練後，AMDA グループ公設国際貢献大学校の協力によ

り「外国人向けの防災教室」を実施しました。 

平成 23 年度は，日本人市民・外国人市民がともに地域住民とし

て一体となった避難訓練と避難所体験訓練を行いました。避難所

では，炊き出しを食べたり，AED 使用法の研修を実施しました。 

平成 24年度以後も毎年，総社市防災訓練に外国人市民が参加し，

日本人市民とともに実体験を通して防災について学んでいます。 

 

【外国人防災リーダー養成研修】 

平成 25 年度には，公設国際貢献大学校（新見市）等との連携に

よる「外国人防災リーダー養成研修」を開催しました。 

災害時の定住外国人への支援に関して，被災者の心理的ストレ

スや支援者のセルフケアの方法について学び，非常食の作成体験，

多言語防災カードに関するワークショップを行い，普通救命講習，

避難所模擬研修を受けました。また，総社市で起こった過去の災害

状況を知り，今後予想される災害について学ぶとともに，外国人防

災リーダーとしての今後の取り組みについて話し合うワークショ

ップを実施しました。 

平成26年度から，市主催の防災訓練で市民の方へ土のう作りをレクチャーするなど，「支援する側」

としての活動を始めています。 

 

【外国人防災カード作成事業】 

平成 25 年度に開催した「外国人防災リーダー養成研修」の一環

として「総社市外国人防災カード」（やさしい日本語版と，5 カ国

語：英語，ポルトガル語，スペイン語，中国語，韓国語に日本語を

併記したもの）を作成しました。外国人防災カードは，「災害伝言

ダイヤル１７１カード」とともに防水ケースに入っています。 

外国人防災カードに記載する内容は，外国人防災リーダーと行

政職員との協働によるワークショップにより決定しました。 

 

総社市 市民生活部 人権・まちづくり課  国際・交流推進係 

〒719-1192 岡山県総社市中央一丁目 1 番 1 号 

TEL: (0866) 92-8242  FAX: (0866) 93-9479 

URL: http://www.city.soja.okayama.jp/ 

e-mail: jinken-machi@city.soja.okayama.jp 




